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【注】
（1） 例えば、ミルトン・フリードマン（M. Friedman）は「ハスラーは物理学や幾何

学を知らなくても、あたかもそれらの知識を動員しているかのようにビリヤード
の玉を突くことができる。」として、人々の合理性を仮定した分析の妥当性を主
張した。

（2） この他にも、行動経済学で提唱された概念として心理会計（mental accounting）
などがある。興味のある方は、例えば大垣・田中（2018）やセイラー（2016）などを
参照されたい。

（3） ナッジ（nudge）とは、元来「肘で軽くつつく」という意味であり、行動経済学
では、「選択を禁じることも、経済的なインセンティブを大きく変えることもな
く、人々の行動を予測可能な形で変える選択アーキテクチャのあらゆる要素」（セ
イラー・サスティーン（2009））を指す語として用いられている。

（4） 環境省ＨＰ「環境省ナッジ事業の結果について」（令和3年9月3日）
（5） フランク・ナイト（F. H. Knight）の分類に従えば、将来の事象が不確実である

状況のうち、各事象の確率分布が分かっている状況はリスク（risk）、確率分布も
わからない状況は不確実性（uncertainty）と呼んで区別される。本稿では、呼び
方にかかわらず、一貫して確率分布は与えられている場合を想定する。

（6） この例は、「サンクトペテルブルクのパラドックス」として知られている。
（7） すなわち、このゲームに参加することの効用の期待値は、4円を確実に受け取

ることと同値であることになる。
（8） 期待効用仮説についてのより詳しい解説は、例えば塩澤ほか（2006）や Jehle and

Reny（2011）などを参照されたい。
（9） 期待効用関数は、正アフィン変換を除き一意に決まる。正アフィン変換とは、

異なる変数 �，�の間で、������の関係が成り立つことである（���はいず
れも正の定数）。つまり、ある選好を表現する期待効用関数を�とおくと、
������もまた同じ選好を表現する期待効用関数ということになる。

（10） 期待効用仮説が成立しない可能性を指摘した他の例として、エルスバーグのパ
ラドックスとして知られているものを紹介しよう。Ellsberg（1961）は、赤い球と
黒い球が入った2つの壺を例に、不確実性とリスクの違いを考察した。壺1には、
赤い球と黒い球合わせて100個入っていることは分かっているが、比率について
は知らされていない。一方、壺2には、赤い球が50個、黒い球が50個入っている
ことが分かっている。この場合、壺1から赤い球（又は黒い球）をとる賭けと、
壺2から赤い球（又は黒い球）をとる賭けのどちらを選ぶか問われると、多くの
人は壺2に賭けることを選択する。Ellsberg（1961）はこの結果を、人々は割合が
全く分からない壺1を避けていると解釈し、曖昧さの回避の証左であるとした。

（11） 別の言い方をすると、期待効用仮説ではこのような選好を説明することはでき
ない。
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（12） 通常の（不確実性がない状況における）無差別曲線を用いた分析では、「序数
的効用」が想定されており、効用の大きさ自体には意味がなく、効用関数が示す
のはあくまで選好順序だけである。序数的効用の場合、ある選好を表現する効用
関数を単調変換したものも同じ選好を表す効用関数となるため、限界効用が逓増
するか逓減するかという議論は意味を成さない。これに対し、不確実性下の消費
者理論における効用関数は「基数的効用」であり、限界効用の逓増・逓減は消費
者のリスクに対する態度の違いを反映するのである。

（13） つまり効用関数が2階微分可能であれば、危険回避的な個人の効用関数では
����、危険愛好的な個人の効用関数では����が成り立つ。

（14） 後に Kahneman and Tversky（1992）は、オリジナルのプロスペクト理論を発
展させた「累積プロスペクト理論」を提唱した。

（15） 価値関数が微分可能な場合を想定している。
（16） 「感応度逓減」の代わりに、「感応度一定」の価値関数、すなわち�������

を想定する場合もある。この場合の価値関数のグラフは、参照点で折れ曲がった
直線となる。

（17） 損失回避性に加えて、Benartzi and Thaler（1995）では、長期的な投資を行って
いる投資家であっても頻繁に、例えば1年ごとにポートフォリオを見直す傾向が
あること、また Barberis, Huang and Santos（2001）では、直近の投資結果（利益を
出したか損失を被ったか）によって、リスクへの態度が変化する効果を考慮して
いる。

（18） ここでは�を有限としているが、無限期間であっても同様の定式化が行われ
る。

（19） ただし、Thaler（1981）が行ったアンケートの質問形式は、限界効用の逓減を考
慮していないなど厳密さに欠けるものであり、例えば本来は「15ドルを今受け取
るのと明日受け取るのとではどちらがよいか」という質問と、「15ドルを3カ月
後に受け取るのと3カ月と1日後に受け取るのとではどちらがよいか」という質
問とを行うべきである。その後、様々な研究者により、この点を改善した同様の
調査が行われている。

（20） 多くの船乗りがセイレーンの歌声に惑わされ船が難破することで知られる難所
にさしかかったオデュッセイアが、自分を船のマストに縛り付けさせるとともに、
船員たちには歌声が聞こえないよう耳栓をさせたという『オデュッセイア』の逸
話は、コミットメントの例としてよく引き合いに出される。

（21） 例えば、近年は各国の中央銀行が「物価上昇率が〇〇％になるまで金融緩和を
継続する」といった「時間軸政策」を実施しているが、これは人々の予想インフ
レ率に働きかけるとともに、当面は金融緩和をやめないことにコミットするため
の方策と考えることができる。

（22） 部分ゲーム完全均衡（subgame perfect equilibrium）とは、全ての部分ゲームで
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ナッシュ均衡となるような戦略の組合せである。
（23） Oosterbeek et al.（2004）が37の論文の75の実験結果を分析した結果、平均配分率

は40％であり、平均して16％の提案が拒絶されている。
（24） 公共財（public goods）とは、（1）消費が競合しない（誰かが消費しても他の者

が消費できる量は減らない）、（2）特定の者の利用を排除することが困難である、
という2つの性質を満たす財・サービスを指す。公共財はその性質から、対価を
支払わずに利用しようとするフリーライダーが発生するため、民間企業が十分な
供給を行うことは難しく、多くの場合、政府が（税を財源として）供給すること
になるのである。公共財の例としては、国防サービスや外交サービス、身近な例
では景観の維持や清掃活動などが挙げられる。

（25） 支配戦略（dominant strategy）とは、他のプレイヤーがどの戦略をとるかにか
かわらず、自分の利得を最大化する戦略である。

（26） 支配戦略均衡は、各プレイヤーの支配戦略の組合せである。
（27） これは、各プレイヤーが利己的に行動する結果、社会的に望ましい結果が実現

しない「囚人のジレンマ」（prisoner’s dilemma）の状況である。
（28） 例えば Fehr et al.（1993）では、「企業」が支払う賃金を��������������、「労

働者」の努力水準を���������とおき、企業の利得を ����������、労働者の
利得を�����������と表した（����は努力のコスト）。

（29） モラルハザード（moral hazard）とは、依頼人（principal）が代理人（agent）に
何らかの仕事を依頼する状況において、①依頼人と代理人の利害が一致せず、②
依頼人は代理人の行動を観察することができない場合、代理人が依頼人の不利益
となるような行動をとる現象を指す。企業と従業員、株主と経営者などは、典型
的なプリンシパル・エージェント関係である。

（30） 例えば Fehr et al.（1993）のモデルでは、ゲームの理論的な均衡は（企業は
��	�の賃金を支払い、労働者は�����の努力を行う）というものであるが、
実験結果によると、企業が提示した賃金の平均は72であり、労働者の努力水準の
平均は0．4であった。さらに、提示された賃金が高いほど、高い努力水準が選ば
れるという傾向が観察された。

（31） Fehr et al.（1993）を含め、信頼ゲームの実験では、「企業」役の被験者と「労
働者」役の被験者は互いに顔を合わさず、また、ゲームが繰り返し行われる場合
も、その度に組合せを変更するなど、相手の過去の行動に依存して�や�を決
める余地をなくしている。

（32） ���	��		は、�と	のうち大きい方の値（��	であればその値）に一致す
る。例えば、��	であれば���	��		�	である。

（33） 紙幅の都合上、命題1、命題2の証明は省略するが、興味のある方は Fehr and
Schmidt（1999）を参照されたい。

（34） �� は労働者の不平等回避（自分の不利益から感じる不効用）のパラメータを

行動経済学―経済学における「人間らしさ」の考察 45(152)



示す。

参考文献
［1］ アダム・スミス（2014）『道徳感情論』村井章子ほか訳，日経ＢＰクラシック

ス
［2］ 依田高典（2010）『行動経済学－感情に揺れる経済心理』中公新書．
［3］ 大垣昌夫・田中沙織（2018）『行動経済学－伝統的経済学との融合による新し
い経済学を目指して』（新版）有斐閣．

［4］ 大竹文雄（2021）「ナッジは人を救えるか？」宇井貴志ほか編『現代経済学の
潮流2021』東洋経済新報社．

［5］ セイラー、リチャード（2007）『セイラー教授の行動経済学入門』（篠原勝訳）
ダイヤモンド社．

［6］ セイラー、リチャード、キャス・サスティーン（2009）『実践行動経済学』（遠
藤真美訳）日経ＢＰ．

［7］ セイラー、リチャード（2016）『行動経済学の逆襲』（遠藤真美訳）早川書房．
［8］ 塩澤修平・石橋考次・玉田康成編著（2006）『現代ミクロ経済学―中級コー

ス』有斐閣．
［9］ 室岡健志（2019）「行動経済学」（連載第2回）「経済セミナー」711号，日本

評論社．
［10］ 環境省ＨＰ「環境省ナッジ事業の結果について」（令和3年9月3日）
［11］ 環境省ＨＰ「日本版ナッジ・ユニット（ＢＥＳＴ）について」
［12］ 厚生労働省ＨＰ「ジェネリック医薬品（後発医薬品）の使用促進について」
［13］ 厚生労働省ＨＰ「確定拠出年金制度等の一部を改正する法律の主な概要（2018

年5月1日施行）」
［14］ 厚生労働省ＨＰ「確定拠出年金における運用の改善について－運用商品提供

数の上限・指定運用方法の基準」社会保障審議会（確定拠出年金の運用に関する
専門委員会）第1回資料4

［15］ 厚生労働省ＨＰ「平成20年度診療報酬改定における主要改定項目について」
（中央社会保険医療協議会資料）

［16］ 総務省ＨＰ「電気通信事業法の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令等
の整備について」（令和元年6月）

［17］ Akerlof, G. A. (1982), “Labor Contracts as Partial Gift Exchange,” Quarterly

Journal of Economics, 97(4), pp.543-569.

［18］ Benartzi, S. and R. H. Thaler (1995), “Myopic Loss Aversion and the Equity

Premium Puzzle,” Quarterly Journal of Economics, 110(1), pp.73-92.

［19］ Barberis, N., M. Huang, and T. Santos (2001), “Prospect Theory and Asset

46(151) 平成法政研究 第26巻第2号



Prices,” Quarterly Journal of Economics, 116(1), pp.1-53.

［20］ Campbell, J. Y. and J. H. Cochrane (1999), “By Force of Habit: A

Consumption-Based Explanation of Aggregate Stock Market Behavior,” Journal of

Political Economy, 107(2), pp.205-251.

［21］ DellaVigna, S. (2009), “Psychology and Economics: Evidence from the Field,”

Journal of Economic Literature, 47(2), pp.315-372.

［22］ DellaVigna, S. and U. Malmendier (2004), “Contract Design and Self-Control:

Theory and Evidence,” Quarterly Journal of Economics, 119(2), pp.353-402.

［23］ DellaVigna, S. and U. Malmendier (2006), “Paying Not to Go to the Gym,”

American Economic Review, 96(3), pp.694-719.

［24］ Ellsberg, D. (1961), “Risk, Ambiguity and the Savage Axioms,” Quarterly

Journal of Economics, 75(4), pp.643-669.

［25］ Engel, C. (2011), “Dictator Games: A Meta Study,” Experimental Economics,

14(4), pp.583-610.

［26］ Fehr, E. and S. Gachter (2000), “Cooperation and Punishment in Public Goods

Experiments,” American Economic Review, 90(4), pp.980-994.

［27］ Fehr, E. and G. Kirchsteiger (1997), “Reciprocity as a Contract Enforcement

Device: Experimental Evidence,” Econometrica, 65(4), pp.833-860.

［28］ Fehr, E., G. Kirchsteiger, A. Riedl (1993), “Does Fairness Prevent Market

Clearing? An Experimental Investigation,” Quarterly Journal of Economics, 108(2),

pp.437-459.

［29］ Fehr, E. and K. M. Schmidt (1999), “A Theory of Fairness, Competition, and

Cooperation,” Quarterly Journal of Economics, 114(3), pp.817-868.

［30］ Frederick, S., G. Loewenstein and T. O’Donoghue (2002), “Time Discounting

and Time Preference: A Critical Review,” Journal of Economic Literature, 40(2),

pp.351-401.

［31］ Jehle, G. A., and P. J. Reny (2011), ‘Advanced Microeconomic Theory,’ 3rd

edition, Prentice Hall.

［32］ Kahneman, D. and A. Tversky (1979), “Prospect Theory: An Analysis of

Decision under Risk,” Econometrica, 47(2), pp.263-291.

［33］ Kahneman, D. and A. Tversky (1992), “Advances in Prospect Theory:

Cumulative Representation of Uncertainty,” Journal of Risk and Uncertainty, 5(4),

pp.297-323.

［34］ Laibson, D. (1997), “Golden Eggs and Hyperbolic Discounting,” Quarterly

Journal of Economics, 112(2), pp.443-477.

［35］ Lazear, E. P., U. Malmendier and R. A. Weber (2012), “Sorting in Experiments

with Application to Social Preferences,” American Economic Journal: Applied

行動経済学―経済学における「人間らしさ」の考察 47(150)



Economics, 4(1), pp.136-163.

［36］ Madrian, B. and D. F. Shea (2001), “The Power of Suggestion: Inertia in

401(k) Participation and Saving Behavior,” Quarterly Journal of Economics, 116(4),

pp.1149-1187.

［37］ Murooka, T. and M. A. Schwarz (2018), “The Timing of Choice-enhancing

Policies,” Journal of Public Economics, 157, pp.27-40.

［38］ Odean, T. (1998), “Are Investors Reluctant to Realize Their Losses?” Journal

of Finance, 53(5), pp.1775-1798.

［39］ O’Donoghue, T. and M. Rabin (1999), “Doing It Now or Later,” American

Economic Review, 89(1), pp.103-124.

［40］ O’Donoghue, T. and M. Rabin (2001), “Choice and Procrastination,” Quarterly

Journal of Economics, 116(1), pp.121-160.

［41］ Oosterbeek, H., R. Sloof and G. van de Kuilen (2004), “Cultural Differences in

Ultimatum Game Experiments: Evidence from a Meta-Analysis,” Experimental

Economics, 7(2), pp.171-188.

［42］ Prelec, D. (1998), “The Probability Weighting Function,” Econometrica, 66(3),

pp.497-527.

［43］ Samuelson, P. (1937), “A Note on Measurement of Utility,” Review of

Economic Studies, 4, pp.155-161.

［44］ Thaler, R. H. (1981), “Some Empirical Evidence on Dynamic Inconsistency,”

Economic Letters, 8, pp.201-207.

48(149) 平成法政研究 第26巻第2号


